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要　約
　本稿では，制度発足から５年半余りが経過した農林水産物・食品の地理的表示保護制度の更なる活用促進に
資する観点から，制度の特色や登録申請に当たっての留意点等について，農林水産物・食品の知的財産保護
ツールの１つとしての活用を図るため他制度とも比較しつつ論点ごとに説明する。また，地理的表示保護制度
は，国際約束による諸外国との相互保護を行っていることが特色であり，現在相互保護を行っているEU及び
英国との相互保護の概況や保護の執行，保護産品の追加等について説明する。また，地理的表示保護制度の更
なる活用に向けて，制度の認知度向上の取組や輸出促進との関連，多様な品目の登録拡大などのトピックにつ
いて説明する。知的財産の専門家の皆様によって地理的表示保護申請のサポートがより積極的に行われ，地理
的表示保護制度がより深く我が国に根付いていくことを期待する。
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1�.農林水産物・食品の地理的表示保護制度につ
いて

　地理的表示保護制度は，知的所有権の貿易関連の側
面に関する協定（TRIPS 協定）において知的財産権
の一つとして位置付けられており，我が国において
は，農林水産物・食品の地理的表示について，特定農
林水産物等の名称の保護に関する法律（平成 26 年法
律第 84 号。以下「法」という。）が平成 27 年 6 月に
施行され，令和 2 年 12 月末日時点で 104 の産品が登
録されている（図 1）。
　まず，本稿では，地理的表示保護制度の特色につい
て紹介の上，申請に当たって留意すべき点について述
べる（我が国には，国税庁の所管する酒類の地理的表
示があるが，以下特に言及のない限り，農林水産物・
食品の地理的表示保護制度を指す。）。

（1）　目的
　地理的表示保護制度は，地理的表示産品の生産業者

の利益の保護を図り，もって農林水産業及び関連産業
の発展に寄与し，併せて需要者の利益を保護すること
を目的としている（法第 1 条）。地理的表示とは，①
特定の場所，地域又は国を生産地とし，②品質，社会
的評価その他の確立した特性が生産地に主に帰せられ
る農林水産物等の名称の表示をいい（法第 2 条第 2 項
及び第 3 項），原則として登録された産品のみ地理的
表示を使用可能とすることによって産品の価値に対す
るフリーライドを防止し，生産業者の利益保護を図る
とともに，表示を信頼した需要者の利益保護を図って
いる。

（2）　制度の大枠
　地理的表示保護制度は，申請に基づき，農林水産物
等の名称を，生産地，特性，生産の方法，その特性が
その生産地に主として帰せられる理由等と併せて登録
し，その保護を図ることとしている。主な特徴として
は，以下のとおりである。
①�　登録された産品の生産地や産品の品質等の特性，

生産の方法等を記した明細書等を満たす産品にのみ
地理的表示を使用可能。また，地理的表示と併せ
て，以下に示す地理的表示の登録標章（商標登録第
5756405 号）を使用可能。
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②�　他の知的財産権と異なり，個人や法人に権利を与
えるものではなく，農林水産物等の名称を地域の共
有財産として保護するものである。このため，登録
後に新たに生産者団体が登録簿に沿った形で明細書
等を作成し，追加登録の手続を経て地理的表示の使
用が可能。

③�　登録された地理的表示の不正使用（類似等表示を
含む）は農林水産省が改善指導や措置命令等の取り

締まりを行うことから，登録生産者団体は訴訟等の
負担なく，自らの産品のブランド価値を守ることが
できる。

④�　申請者の負担は登録免許税（9 万円）のみで取消
や失効がない限り保護は継続し，更新の必要もない。

（3）　農林水産物・食品の知的財産保護ツールの 1 つ
　地理的表示保護制度は，制度発足後 5 年半余りが経
過し，一定の認知は得られているものの，知的財産の
専門家が申請サポートを行った件数は多くはない。農
林水産物・食品の知的財産保護を適切に図るため，発
明を保護する特許権，商標を保護する商標権，植物の
新品種を保護する育成者権などに加え，地理的表示保
護制度も農林水産物・食品の知的財産保護ツールの 1
つとして，知的財産の専門家の皆様に知見を深めて頂
く観点から，本稿では①地理的表示登録申請に当たっ
ての留意点，②国際約束を通じた諸外国・地域との相
互保護，③地理的表示保護制度の更なる活用に向け
て，の 3 つの観点から地理的表示保護制度について論

図 1：GI 登録状況
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ずることとしたい。

2.地理的表示登録申請に当たっての留意点
　ここでは，当課が行っている登録申請審査実務の経
験から，今後知的財産の専門家の皆様が地理的表示登
録申請のサポートを扱う上で，特に留意すべき事項に
ついて説明する。

（1）�　地理的表示保護制度の特色と申請に当たっての
留意点

①　保護対象
　農林水産省の地理的表示保護制度において登録の対
象となるのは，農林水産物・食品（「特定農林水産物
等」）であり，大別すると，食用農林水産物等と非食
用農林水産物等に分けられる。食用農林水産物等に
は，野菜や果物といった食用に供される農林水産物
と，調味料といったそれ以外の飲食料品が含まれる。
非食用農林水産物等には，観賞用植物や工芸農作物等
の非食用農林水産物と，木炭等の飲食料品以外の加工
品が含まれる。
　飲食料品には，菓子を始めとした多様な加工品も含
まれる。我が国の地理的表示産品は，加工品の登録が
少なく，例えば菓子の登録はまだないが，後述する相
互保護によって指定（法第 23 条）されている産品に
は菓子が複数含まれている（ドイツの「リューベッ
カー　マジパン」や「アーヘナー　プリンテン」，ス
ペインの「ヒホナ」や「トゥロン　デ　アリカンテ」
等。）。我が国の各地にも，生鮮食料品のみならず伝統
的な製造方法を長年受け継いできた地域特有の菓子な
どの加工品も種々存在するので，今後このような産品
の申請が増加することを期待する。
　なお，サービス，医薬品，医薬部外品，化粧品及び
再生医療等製品は対象外である。また，酒類について
は国税庁が所管する酒類の地理的表示保護制度によっ
て保護される。

②　申請主体
　申請主体は，生産・加工業者を構成員に含む団体で
あり，農協等の法人を始め，例えば地域の伝統的産品
のブランド確立を目指す協議会等（任意団体）も申請
することが可能である。
　個人や個社は要件を満たさず，また，事業協同組合
等の特定の組合，商工会等定められた法人に申請主体

が限定されている地域団体商標とは要件が異なること
に留意が必要である（法第 2 条第 5 項）。
　また，一つの生産者団体のみが地域を代表して申請
することも可能であるし，複数の生産者団体が共同で
申請することもできる。共同申請する場合には，それ
ぞれの生産者団体がそれぞれの出荷規格や生産の方法
等を明細書に記載して申請することができる。

③　産品に関する基準（法第 2 条第 2 項等）
　産品は，「特定農林水産物等」に該当することが要
件である。すなわち，（ⅰ）特定の場所や地域等を生
産地とするものであり，（ⅱ）品質，社会的評価その
他の特性が，自然条件，伝統的製造方法など生産地域
との結び付きを有するものである必要がある。更に，

（ⅲ）「確立した特性」を有していることも要件であ
り，具体的には特性を有した状態で概ね 25 年程度以
上の生産実績があることが必要となる。
　（ⅰ）は，農林水産物等の特性を付与し，又は，農
林水産物等の特性を保持するための行為が行われる生
産地を特定する必要がある。ただし，名称に含まれて
いる地名と生産地は，必ずしも一致していなくてもよ
く，発祥の地域から生産の範囲が拡大している場合で
も，生産地として記載することができる。このような
例として，登録第 12 号の「三輪素麺」や第 83 号の

「比婆牛」などがあり生産地が拡大している例はよく
見られる。
　（ⅱ）の特性は，品質，社会的評価など他の同種の
産品と比較して差別化できる特徴である必要がある。
これは，単に申請者が主観的・抽象的に認識している
ものではなく，客観的なものであることが必要であ
る。物理的な要素（大きさ等）や化学的な要素（成分
分析等）等の客観的なデータが，根拠資料として必要
となる。特性を説明するデータについて地域の大学や
研究機関，農業試験場等と連携して収集するケースも
見られる。研究者の研究成果も根拠資料として有効だ
が，当該地域の産品の分析データだけではなく，他産
地との比較を提出することが重要となる。
　社会的評価としては，どのような点が評価されてい
るのかを明記した上で，その外形的表れである同種の
産品との主要市場における取引価格の差を示すことも
一つの方法である。継続的な価格差を示すため 10 年
程度の価格差についてのデータを提出することが望ま
しい。
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　なお，黒毛和牛についての社会的評価については，
審査基準を別途設けているため，御参照頂きたい（1）。
　また，特性が，自然条件や伝統的製法など生産地と
の結び付きを有することが必要であるが，例えば，地
域特有の土壌，地形や気象といった自然条件や，長年
当該地域のみで受け継がれてきたような伝統的製法等
が特性と結びついていることを矛盾なく合理的に説明
する必要がある。

④�　名称に関する基準（法第 2 条第 3 項及び第 13 条
第 1 項第 4 号等）

　産品の生産地や特性を正しく特定できる名称である
必要がある。従って，申請産品の名称が普通名称であ
る場合には登録できず，これは地域団体商標と同じで
ある。また，動物又は植物の品種の名称と同一の名称
であって，生産地について需要者に誤認を生じさせる
おそれがあるものである場合にも登録されない。
　地域団体商標は「地域の名称」＋「商品（サービス）
の普通名称又は慣用名称」の組み合わせからなる文字
のみが登録対象であり，出願書類の「商標登録を受け
ようとする商標」の欄には例えば「東京りんご」と記
載することになる。地理的表示保護制度では申請書（2）

の「農林水産物等の名称」欄に記載することとなる
が，地域の名称は必ずしも含まれている必要はない。
このような場合には，需要者が当該名称から申請農林
水産物等の生産地を認識していることを示す根拠が必
要である。登録第 34 号の「すんき」と第 79 号の「い
ぶりがっこ」がこの例である。
　申請に係る名称の使用については，確立した特性と
異なり「概ね 25 年」の使用実績までは要求していな
いが，需要者が当該名称から申請農林水産物等の生産
地や特性を特定できることを十分に示す根拠資料が必
要となる。また，使用実績がない名称は，需要者が当
該名称から産品の生産地や特性を特定できないため，
登録は認められない。

⑤　生産の方法（法第 2 条第 4 項等）
　地理的表示保護制度において「生産」とは，農林水
産物等が出荷されるまでに行われる一連の行為のう
ち，産品の特性を付与・維持するために行われる行為
を指す。したがって，申請書と明細書には，産品の特
性の付与・保持に必要な行程を端的に記載するように
し，当該産品を生産するに当たり一般的に行われてい

る方法など全過程を記載する必要はない。
　また，地理的表示保護制度においても公示手続があ
ることから，生産の方法に営業秘密や公開を望まない
ノウハウが含まれる場合には，その内容を具体的に示
さない方法をとることも許容される。
　特性と生産の方法をどう設定するかが，申請する際
に十分検討を要する 1 つのポイントである。生産の方
法に記載した行程は，生産行程管理業務規程に従って
事後的に確認することになる。同種の産品と差別化さ
れた特性を説明するために，厳しい生産の方法を設定
し，その生産方法を用いない産品を別名称で販売する
場合も想定されるが，その場合は，実需者のニーズに
合ったものなのか調査する必要がある。申請を検討す
る段階で，関係者間で将来の販売戦略等を十分議論
し，地域共有の知的財産として地理的表示保護制度に
より保護することが適当なのか，あるいは他の知的財
産権で保護を図る方が得策であるのかを，長期的視野
を含めた様々な角度から議論することが望まれる。

⑥　生産行程管理（法 13 条第 1 項第 2 号等）
　地理的表示保護制度では，生産者団体が「生産行程
管理業務規程」を作成し，登録を受けた後には，登録
産品の特性付与・維持するための生産行程管理を的確
に実施し，その品質を担保する必要がある。一般的に
は，生産地の範囲が広く，生産者が多いほど生産行程
管理の負担が増大すると言える。一方で，生産地が広
範囲の場合，産品の生産量・出荷量をより多く確保で
き，市場の確保や輸出等に有利となるという側面もあ
る。申請団体等の体制に応じて適切な生産行程管理業
務体制を構築する必要があることに留意が必要である。

（2）　他の知的財産制度を活用すべき場合
　地域の産品について知的財産保護を図る場合，例え
ば地理的表示保護制度ではなく以下の制度での保護を
図ることが適切なこともあれば，いくつかの制度を組
み合わせて保護を享受する策もあり得る。各産品の状
況によって，また何を知的財産として保護したいのか
という目的を十分明確に整理した上で，戦略を決める
ことが望ましい。地理的表示保護制度は，地域ブラン
ドを守る手段の一つであり，状況に応じた適切な保護
方策を採ることが適当である。
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①　地域団体商標
　農協や事業協同組合等の地域団体商標制度の申請適
格を有する団体は，要件に該当すれば申請して地域団
体商標と地理的表示保護制度の両方で保護を受けるこ
とは可能である。地理的表示保護制度の登録生産者団
体でも登録に先行して地域団体商標を取得している例
もある。例えば，地理的表示保護制度において求めら
れる概ね 25 年程度以上の生産実績に満たない段階で
は，まず地域団体商標での保護を図りつつ，生産実績
の年数を積んでいくことも可能である。　　
　また，特性の裏付けとなる資料が入手できない，生
産行程管理のための合意形成がまとまらない，といっ
た地理的表示保護制度の申請に必要な要件をまとめる
ために年数を要する場合も同様の策を取り得る。
　生産の方法を生産地内の生産業者間で共通にするこ
とを選択せずに，より幅広い製法の産品に実需者ニー
ズを設定するという戦略をとる場合には，地域団体商
標の方が適する場合もある。

②　①以外の商標
　地域産品としての認知はあるが，地域団体商標の周
知性要件を充足できない場合に図形を付した結合商標
としてブランド保護を図る場合や，地域産品と思われ
ているが実質的に個社のブランドとして確立している
場合に取り得る策である。

③　特許や実用新案
　地理的表示保護制度では，特性を付与する生産の方
法を登録簿や明細書において規定し，それに順守した
生産が求められる。従って，特性を付与する生産の方
法が特定の技術に特に依存し，その技術が一定期間で
大幅に変化しうる場合は，地理的表示保護制度で保護
するよりもむしろ特許や実用新案により，権利の保護
を図る方が適切な場合もある。

3.地理的表示の諸外国との相互保護について
　海外における我が国の地理的表示の保護の方法とし
て，当該外国の地理的表示保護制度により直接保護を
求める申請を行う方法のほか，国際約束を締結し地理
的表示の相互保護を行うことで保護を図る方法がある。
　平成 28 年 12 月の法改正により，条約等により海外
の地理的表示の相互保護を可能とする規定を創設し
た。また，平成 31 年 2 月には「経済上の連携に関す

る日本国と欧州連合との間の協定」（日 EU・EPA）
の発効に合わせ，より高いレベルでの地理的表示保護
を目的とした法改正を行った。現在，我が国と地理的
表示相互保護を行っている諸外国・地域は欧州連合と
英国である。
　本稿では，諸外国との地理的表示相互保護につい
て，（1）法の相互保護の手続，（2）日 EU・EPA に
おける相互保護（主に執行措置について），（3）英国
と新たに締結した条約における相互保護の現況，（4）
相互保護における地理的表示の追加的な保護，につい
て概説する。

（1）　相互保護（指定）の手続
　外国の地理的表示は，指定の手続により日本国内で
保護されることとなる。指定の手続が国内登録の手続
と大きく異なるのは以下の点である。
①�　我が国の地理的表示保護制度と同等の水準にある

と認められる制度を有する外国等と条約等の国際約
束を締結していることが前提となっている。

　また指定をするにあたっては，
（ⅰ�）国際約束において相互に地理的表示を保護すべ

きものとされていること
（ⅱ�）我が国の地理的表示について，その適切な保護

を我が国又は関係する生産者団体が，相手国当局
に要請した場合には，必要な措置を講ずると認め
られること

　も要件となっている（法第 23 条第 1 項各号）。
②�　指定対象となる産品は，我が国と同等の地理的表

示保護制度を有する国において既に地理的表示登録
されている産品であり，お互いに相手国の制度を信
頼して相互保護することが前提となっているため，
基本的には相手国で適用されている明細書が日本で
も適用され，その明細書や生産行程管理業務の内容
は指定の可否には影響しない。

　したがって，指定に係る審査や学識経験者からの意
見聴取も，指定に係る名称に対し，

（ⅰ）普通名称か否か
（ⅱ�）先行して登録されている同一または類似する商

標の有無
（ⅲ�）その他名称を保護すべきでない場合（動植物の

品種の名称と同一であって，指定対象産品の生産
地について誤認させるおそれのあるもの等。）に該
当するか否か
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といった，主に名称に関する観点から行うこととなる
（法第 29 条第 1 項各号）。

　また，相手国で保護される我が国の地理的表示につ
いては，締約国の相互保護に関する法律等に規定され
た手続に従って保護されることとなる。保護を希望す
る地理的表示は，交渉時に我が国において登録されて
いる産品の中から，生産者団体の輸出・保護の意向，
生産量，相手国の地理的表示保護制度の対象品目か否
か等を踏まえ，相手国と調整して決定する。相互保護
にあたって，生産者団体が新たに行う手続や費用負担
は特段ない。

（2）　日 EU・EPA における相互保護について
　平成 31 年 2 月 1 日に発効した日 EU・EPA により，
本稿執筆中の令和 3 年 1 月現在，日本側 47 産品（参
考 1），EU 側 68 産品（参考 2）の農林水産物・食品
の地理的表示が相互に保護されている。ここでは，
EU 域内における日本の地理的表示の保護の執行につ
いて触れたい（3）。
　日 EU・EPA においては，地理的表示の保護の執
行に関し，第 14・28 条に規定がある。

第 14・28 条　保護の執行
　各締約国は，自国の権限のある当局に対し，附属
書十四－B に掲げる地理的表示を保護するため，自
国の法令に従い，職権により，又は利害関係者の要
請により，適当な措置をとる権限を与える。

　EU で保護されている我が国の地理的表示に関し，
EU 域内で不正使用の疑いがあれば，当該規定に基づ
き EU の関係当局へ適当な措置をとるよう要請するこ
とができる。
　2019 年にスペインのレストランにて，南米産の牛
肉であるにもかかわらず，これをメニュー等で

「TROPICAL�KOBE�BEEF」と表示していたことが
確認され，日 EU・EPA に基づき，日本政府から EU
当局へ適当な措置をとるよう要請した結果，EU を通
じてスペインの当局が指導を行い，上記表示が中止さ
れた。
　このように，海外との相互保護には，不正使用が疑
われる者に対して生産者団体が直接交渉や裁判などを
行う手間を要せず，締約国政府当局間による要請，事

実確認，保護の執行措置等を通じて保護を実現できる
点において商標権等の知的財産権とは異なる利点があ
る。特に知的財産権の管理や行使にハードルを感じる
小規模の生産者団体にとっても，名称の保護を図る目
的においては有用な制度といえる。
　なお，欧州委員会は，地理的表示の品質管理や市場
における名称使用の監督権限を各加盟国に委ねてい
る（4）。農林水産省では，委託事業により EU 域内にお
いて我が国の地理的表示産品の模倣品が発見された場
合に生産者団体が取り得る措置を調査・整理してい
る。現在，EU の主要 6 カ国（5）（イタリア，フランス，
スペイン，ドイツ，イギリス，オランダ）についての
調査をまとめた報告書「平成 30 年度 EU の GI 監視ス
キーム等実態調査委託事業　事業成果報告書」をウェ
ブサイトで公表（6）しているので御活用頂きたい。また，
相互保護対象産品につき，当該国での地理的表示の不
正使用を把握した場合は，農林水産省知的財産課まで
御連絡頂きたい。

（3）�　日英包括的経済連携協定における相互保護につ
いて

　令和 3 年 1 月 1 日に発効した「包括的な経済上の連
携に関する日本国とグレートブリテン及び北アイルラ
ンド連合王国との間の協定」（日英 CEPA）により，
現在，日本側 47 産品，英国側 3 産品の地理的表示が
相互に保護されている。
　ここでは，日英 CEPA における相互保護について
概説する。

①　日 EU・EPA における英国指定産品の取扱い
　英国は令和 2 年 1 月 31 日に EU から離脱したが，
欧州連合と英国との間で作成され，令和 2 年 2 月 1 日
に発効した「英国の欧州連合及び欧州原子力共同体か
らの脱却に関する協定」に規定する移行期間中，日本
国と欧州連合間の国際約束において，「欧州連合」の
構成国に英国を含むものと解釈され（令和 2 年外務省
告知第 25 号），当該移行期間中は，英国を生産地とす
る指定に係る特定農林水産物等の名称も，日 EU 経済
連携協定において保護を行っていた。

②　日英 CEPA の発効による保護開始
　令和 2 年 10 月，日英 CEPA の署名が行われ，令和
3 年 1 月 1 日に発効した。
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　日英 CEPA は，日 EU・EPA と同じ高いレベルで
の地理的表示の保護を行うことを規定し，また日
EU・EPA で保護されている両国の地理的表示を日英
CEPA の下でも引き続き保護することとし，本稿執
筆中の令和 3 年 1 月現在，日本側 47 産品（参考 1），
英国側 3 産品（参考 3）の地理的表示が相互に保護さ
れている。
　また，保護する地理的表示を追加する協議等を協定
発効後速やかに開始することとしている（日英
CEPA　第 14・34 条　第 5 項）。相互保護における追
加的な保護については，項を改めて説明する。

（4）　地理的表示の追加保護について
　日 EU・EPA や日英 CEPA に規定されているとお
り，相互保護制度においては，発効時に相互保護する
地理的表示のリストに記載された産品のほか，当該相
互保護対象の地理的表示のリストを改正して，保護さ
れる地理的表示を両締約国の協議により追加すること
が可能である。

　日 EU・EPA では，令和 2 年に互いに追加する地
理的表示産品について協議を行い，審査手続を進め
た。我が国側の手続においては，EU 側が追加保護を
希望する 21 産品について令和 2 年 7 月 7 日から 3 ヵ
月間公示を行い，同様に，我が国が保護を希望する
25 産品についても，EU 側の手続において令和 2 年 7
月 1 日から 2 ヵ月間公示が行われた（7）。その他，日
EU・EPA に規定された必要な手続が完了し，日
EU・EPA の合同委員会で地理的表示保護リストの改
正が決定され，追加保護に関する公文を交換し，改正
した保護リストが発効したときに，追加の地理的表示
についての保護が開始される。
　また，前述のとおり，日英 CEPA では，両締約国
が協定の発効後可能な限り速やかに保護される地理的
表示の追加の協議を開始することが規定された（日英
CEPA　第 14・34 条　第 5 項）。その他，当該規定に
は，追加を求める地理的表示のリストとその明細書を
相手国の言語での翻訳を含め提供すること，これらの
情報を受け取った後，可能な限り速やかに各締約国は

参考 1
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審査と異議申立手続を実施し，それらの完了後，知的
財産専門委員会は手続を完了した地理的表示の保護リ
ストへの追加の勧告を合同委員会に対して行うことが
定められている。
　EU も英国も，地理的表示の追加的な保護について
積極的な姿勢を見せている。一般論としては，地理的
表示の相互保護の拡大は我が方としても歓迎すべきこ
とと考えており，我が国としても，外国において保護
される我が国の地理的表示の追加について，輸出の増
加につながるよう協議していく。

4.地理的表示保護制度の更なる活用に向けて
　ここまで，我が国の地理的表示保護制度の申請上の
留意点や諸外国との相互保護の現状を見てきたが，我
が国の農林水産物・食品の地理的表示は，発足から 5
年半余りが経過し，保護品目も順調に増加している
が，我が国には地域に根差した伝統的な農林水産物・
食品があまた存在し，その中でも同種の産品と差別化
された確立した特性を有する産品は潜在的に多く存在

していると考えられる。
　農林水産省の補助事業により相談窓口として「地理
的表示保護サポートデスク」を設置し，申請をサポー
トしているが，我が国地域特有の農林水産物・食品を
地域の共有財産として保護を進めるためには，知的財
産の専門家の気づきやサポートも重要と考える。
　そこで，知的財産の専門家の皆様が地理的表示保護
制度を活用するに当たり，参考となる情報を次に紹介
したい。

（1）　地理的表示保護制度の認知度向上について
　地理的表示保護制度は地理的表示の不正使用の防止
による模倣品の排除以外にも，副次的な効果として産
品の認知度向上の効果も期待され，そのためには，地
理的表示保護制度自体の認知度向上も不可欠である。
農林水産政策研究所の調査によれば，地理的表示保護
制度の消費者への認知度は 7.2% であり，地域団体商
標制度と同程度（7.0%），有機 JAS よりは認知されて
おらず（31.5%）（8），登録の効果の発揮を図るためには

参考 2



地理的表示保護制度の更なる活用に向けて

Vol. 74　No. 3 － 9 － パテント 2021

更なる認知度向上が必要である。
　農林水産省としても，地理的表示保護制度の認知度
向上を図るため，補助事業による地理的表示産品の高
島屋でのフェア（オンラインストア，玉川店等）（9）や，
ふるさと納税サイト「さとふる」と連携した産品紹介
サイトの設置（10），また，当課若手職員が参加した農
林水産省 YOUTUBE チャンネル BUZZ�MAFF での
制度の紹介（11）など認知度向上の取り組みを進めてお
り，令和 3 年度も制度の認知度向上に向けて積極的に
取り組んでいきたい。また，地理的表示産品情報発信
サイト（12）においては 6 か国語で地理的表示産品の情
報発信を行っており，更なる充実を図っていきたい。

（2）　相互保護を活かした輸出促進について
　前述したとおり，我が国は諸外国との地理的表示の
相互保護を進めており，相互保護により海外での模倣
品の排除が可能となり，当該国での模倣品によるブラ
ンド価値の棄損を防ぐことができ，輸出拡大にメリッ
トがある。　　

　一方，我が国の地理的表示登録産品のうち，登録生
産者団体が輸出を把握している産品は半数に満たない
のが現状である。前述したとおり地理的表示保護制度
は「生産業者の利益の保護を図り，もって農林水産業
及びその関連産業の発展に寄与し，併せて需要者の利
益を保護する」ことを目的とするものであり，必ずし
も輸出を一義的な目的とするものではないが，諸外国
との相互保護や海外での地理的表示登録申請（海外で
の申請には原産国での地理的表示登録を要求する場合
が多い。）を行いながら輸出を拡大している産品もあ
り，海外輸出の拡大を指向する産地が国内と海外で地
域の知的財産としての保護を行う必要性が高まってい
くものと考えられる。
　例えば，EU の地理的表示産品の例を見ると，相互
保護により諸外国で産品を保護して名称の不正利用を
防ぎ，欧州の農産品等の評判を維持できるメリットを
生かして輸出拡大を進めており，EU の地理的表示保
護産品（農林水産物・食品）の輸出額を見ると，EU
域外への輸出は 2010 年の 1,038 百万€（約 1,245 億円）

参考 3
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から 2017 年には 1,767 百万€（約 2,120 億円）と増加
しており（13），地理的表示保護を活かした輸出拡大を
図っている。
　我が国の地理的表示産品の輸出の状況を見ると，牛
肉，長芋，干柿，一部魚介類など，比較的単価が高
く，保存性がよい産品が輸出の上位を占めている。海
外への輸出を伸ばすに当たり，海外での知的財産保護
に目を向ける必要があるが，輸出を指向する，地理的
表示保護制度の登録要件に該当する可能性のある伝統
的産品の生産者団体は，本制度を活用した知的財産保
護も御検討頂きたい。

（3）　多様な品目への地理的表示保護制度の活用
　（2）で述べた輸出とも関連するが，我が国の農林水
産物・食品の地理的表示保護制度では令和 2 年末で
104 産品登録されているが，野菜，果実，肉，水産物
など生鮮食料品が多く，加工品は 18 産品とまだ少な
い現状にある。例えば EU の相互保護品目を見ると
チーズやハムなどといった加工品が多いことがわか
る。2. で菓子について触れたが，我が国においても生
鮮食料品に加え，加工品などより多様な品目において
も，地理的表示保護制度による知的財産保護のニーズ
はあるものと考えられるので，その可能性を追求して
頂きたい。

（4）　関連予算
　農林水産物・食品の地理的表示保護関連予算につい
ては，「地理的表示保護・活用総合推進事業」として，
地理的表示保護制度の活用促進や輸出拡大のため，地
理的表示登録申請から登録後のフォローアップまでの
一貫したサポート体制の構築，販路拡大等の活動を支
援するとともに，国内及び相互保護対象国における地
理的表示侵害に対する監視強化の取組を図るため，令
和 3 年度予算概算決定額として 1.3 億円，令和 2 年度
第 3 次補正予算額として 7,900 万円が計上された。

5.まとめ
　我が国の農林水産物・食品の地理的表示保護制度の

発足から 5 年半余りが経過し，更なる活用を図るため，
登録申請に当たっての留意点や諸外国との相互保護の
現状，更なる活用に向けた取組等について概説した。
知的財産の専門家の皆様により地理的表示保護申請の
サポートがより積極的に行われ，地理的表示保護制度
がより深く我が国に根付いていくことを期待したい。
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